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1. はじめに

2011年3月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事

故（以下，原発事故）で放出された放射性物質は広範囲にわ

たって沈着し，東北と北関東地域の飼料畑・草地も大きな影

響を受けた。著者の勤務地は栃木県北部に位置し，東京電力

福島第一原子力発電所から 110kmの距離にある。研究拠点

では自給飼料生産に関連した技術開発に取り組んでおり，国

内での大規模な原発事故という経験のない課題に向き合うこ

とになった。事故直後から文献検索や海外研究者を通じた情

報収集を研究所全体で行った。また，研究所は行政，県の研

究所，農家などからの問い合わせに，科学的な見地から回答

するとともに，地域の要請に応じて講演や調査に研究者を派

遣した。 2011年9月には国内外から農業放射能研究に関す

る専門家を招き，国際シンポジウム「AgriculturalCounter-

measure for Extensive Contamination by Radionuclide; Les-

sons of Chernobyl」(NARO2011) を開催し，対策技術に関

する情報を広く発信した。また，他の研究機関と連携し，放

射性物質による飼料畑・草地の汚染実態の調査や対策技術の

開発に取り組んだ。

原発事故は被災地だけでなく社会に重い影響を長くもたら

す。半減期が30年と長いセシウム 137を含む放射性セシウ

ム（以下， RCs:セシウム 134と137の両方，またはその合

計量）の対策は現在も続けられており，避難解除された地域

での営農再開もこれからである。このような事故は二度と

あってはならないが，我が国の自給飼料への重大な影響とそ

の対応を記録に残すことは大きな意義があろう。著者は，

2011年度は原発事故に関して外部から問い合わせや連携対

応を， 2012年度から放射能対策に係わる研究を担当した。

2022年3月に開催された日本草地学会企画シンポジウム「草
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地での放射性セシウム対策と今後の展開一東京電力福島第一

原子力発電所事故から 10年を経て一」において，初動対応

として事故から 2年間に草地飼料作が直面した課題とその対

応について講演した。本稿ではシンポジウムの内容にそって，

事故直後 1年後 2年後までの 3つの期間に分けて，草地

飼料作における原発事故をめぐる状況の経過と畜産草地研究

所（現畜産研究部門）で取り組まれた研究を中心に紹介する。

2. 原発事故から 3月末までの経過と取組

事故直後の対応として 2011年 3月末までを振り返る。 3

月11日に東日本大震災が発生し，それにより原発事故が引

き起こされた。周辺地域では空間線量率の測定や食品中の放

射性物質濃度の測定が実施された。 3月17日に厚生労働省

から放射性物質について食品の暫定規制値が設定され，これ

を上回る食品は食用に供されないように自治体に通知された

（厚生労働省 2011a)。3月 19日には， この暫定規制値を超

過したとして福島県の原乳，茨城県のホウレンソウの情報が

厚生労働省から公表された（厚生労働省 2011b)。牧草は食

品モニタリングの対象ではないため汚染実態が不明であった

が，上記の露地栽培のホウレンソウから放射性ヨウ素

15020Bq/kg, RCs 524Bq/kgと暫定規制値を大幅に超える

放射性物質が検出されたことから，放射性物質の直接沈着を

受けた冬作物や永年牧草でも同様の汚染が予想された。同日

には農林水産省から，東北および関東の各県に対し，大気中

の放射性線量が通常より高いレベルで検出された地域におい

て，家畜が放射性物質を摂取しないように，事故前に収穫し

た牧乾草を給与することや放牧を自粛するなどの家畜の飼養

管理について通知された（農林水産省 2011a)。

IAEA (2010)がまとめた土壌から植物のセシウムの移行

係数（植物中濃度／土壌中濃度）の平均値は，穀物 2.9X10―2, 
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葉物野菜6.0xlQ―2. イネ科牧草6.3XlQ―2に対し，マメ科飼

料作物l.6xl0-1, 放牧草地（自然草地含む）の草は 2.5X

10-1と高い。また．チェルノブイリ事故から 20年近く経過

しても．ロシア．ベラルーシで規制値を超えた生乳や肉が多

く発生しており (IAEA2006),多くの文献からも，永年草

地では RCs汚染の影響が長く継続することが懸念された。

表1はチェルノブイリ事故における旧ソ連3国で実施された

対策の効果をまとめたものである (IAEA2006)。削減係数

とは対策前の作物濃度に対する対策後の作物濃度の比で，数

値が高いほど効果が大きい。抜本的改良 (radicalimprove-

ment)とは．耕うんや石灰肥料の施用．再播種を組み合

わせた対策で草地更新がこれにあたる。表層改良 (surface

improvement)は抜本的改良に比べて効果が低く．ディスク

ハローによる簡易更新ではプラウを用いた完全更新より効果

が劣ることが予測された。また．栽培に関する対策は作物種

表 l． 旧ソ連3国で実施された対策による削減係数の概要

(IAEA 2006). 

対策 セシウム 137 ストロンチウム 90

通常の耕うん (1年目） 2.5-4.0 

表層埋設耕うん 8-16 

石灰施用 1.5-3.0 1.5-2.6 

化学肥料施用 1.5-3.0 0.8-2.0 

有機質肥料施用 1.5-2.0 1.2-1.5 

抜本的改良

初回目 1.5-9.01 1.5-3.5 

2回目以降 2.0-3.0 1.5-2.0 

表層改良

初回 2.0--3.01 2.0-2.5 

2回目以降 1.5-2.0 1.5-2.0 

飼料作物種の変更 3-9 

清浄飼料給与 2-5 2-5 

セシウム結合剤の投与 2-5 

乳のバター加工 4-6 5-10 

菜種油の搾油 250 600 

削減係数：対策前の生産物濃度／対策後の生産物濃度．

l排水処理をおこなった湿泥炭の場合は 15まで．

や土壌によって効果が異なる。ヨーロッパと土壌や栽培環境

が大きく異なる我が国において，これらの対策がどの程度効

果があるのか．また汚染実態の把握も重要な研究課題と認識

された。

3. 2011年度の経過と取組

4月14日に農林水産省 (2011b)から粗飼料中の放射性ヨ

ウ素と RCsの暫定許容値が設定された（表2）。また， 4月

下旬からは牧草の放射性物質を地域毎に測定し，その結果に

よって利用可，利用自粛．利用自粛解除を判断するモニタリ

ング調査体制が運用された。 5月下旬には埼玉県と群馬県全

域で， 6月中旬には千葉県と茨城県の全域で， 9月上旬に栃

木県全域で． 9月中旬には宮城県全域でと順次，利用自粛が

解除されていき．利用自粛は福島県と岩手県の一部地域のみ

となった。半減期が8日と短い放射性ヨウ素が検出されなく

なり， 8月1日に肥料・土壌改良資材・培土の RCsの暫定

許容値が400Bq/kg，飼料については表2に示したように，牛，

馬，豚，家きんが300Bq/kg,養殖魚は lOOBq/kgと設定さ

れた（農林水産省 2011c)。2011年度の飼料作物の RCs濃度

のモニタリング結果をまとめると，夏作飼料作物の全てで牛

用飼料の暫定許容値である 300Bq/kg以下であったが，牧草

では 26％が超過した（表3)。

Yamamotoら (2014)による栃木県の草地調査では多

くの草地で経時的に牧草の RCs濃度が減少するが，減少が

認められない草地もあった。また，同じ牧場内にあっても場

所によって牧草の RCs濃度は大きく異なった。 Tsuiki• 
Maeda (2012) の岩手県での調査や Terashimaら (2014)

の福島県での調査においても，草地内の RCsの空間分布は

不均ーであることが報告されている。

渋谷ら (2012)が実施した草地更新による除染効果の検証

では．草地更新前後の空間線量率は簡易更新で2.7から

1.7 μSv/hrへ．完全更新では2.5から 0.8μSv/hrに低下した。

また，牧草への効果を早期に確認するため，年内に早刈りし

た牧草の RCs濃度を調べた結果．未更新に対し，簡易更新

で20%, 完全更新で 10％と著しく低かった。草地更新が草

地の対策として有効であることを 3月に福島県で開催された

表 2. 粗飼料および飼料の放射性物質の暫定許容値 (Bq/kg)lの変化．

粗飼料 飼料（粗飼料を含む）

2011年4月14日

放射性ヨウ素 放射性セシウム

2011年 8月1，日

放射性セシウム

乳用牛 2 70 300 300 

肥育牛 3 生産地域制限4 300 300 

その他の牛 生産地域制限 5000 300 

馬― -300

豚― -3 0 0

家きん ― - 300 
養殖魚 ー ー 100 

1現物当たり濃度，ただし粗飼料は水分80％換算． 2経産牛および初回交配以降の牛．

3出荷前短くても 15ヶ月程度以降の牛． 4農作物の出荷制限のない地域で生産された粗飼料．

2012年 2月3日

放射性セシウム

100 

100 

100 

100 

80 

160 

40 
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表 3. 2011年度のモニタリング調査における飼料作物の放射性セシウム濃度の分布．

放射性Cs濃度 牧草 稲わら イネ発酵粗飼料 飼料用トウモロコシ

50Bq/kg以下 324 501 180 189 

50-100 Bq/kg 150 ， 3 2 

100-200 Bq/kg 177 4 2 2 

200-300 Bq/kg 101 1 

゜ ゜300Bq/kg超 264 

゜ ゜ ゜総検体数 1016 515 185 193 

農林水産省がウェブサイトで公表した資料（現在は閲覧できない）に基づき作成

国際会議で公表した (Shibuyaら2012)。

堆肥はカリ供給資材でもあるため，カリ施肥と同様に作物

のRCs吸収抑制が期待できる。そこで，牛ふん堆肥を 2006

年から継続施用してきた 2毛作試験圃場で，飼料用トウモロ

コシヘの RCs移行を調べた。堆肥を 3t/10a以上施用し，土

壌中の交換性カ リ含量が 50mg/100g乾土以上の区の飼料用

トウモロコシの RCs濃度は，無施用区と比べて約 40％低 く

なり，施肥基準で推奨される 3t/10a程度の堆肥の継続施用

がRCs低減に有効であることが認められた（原田ら 2012)。

同圃場では冬作イタ リアンライグラスを含めて 2013年夏作

まで調査が継続され，作物への RCs移行の経年変化や土壌

中交換性カリとの関係が報告されている (Haradaら2015)。

食用作物から非食用作物への転換も， 放射性物質で汚染さ

れた農地の営農再開対策の 1つである。 Kobayashiら (2013)

は， 2011年にバイオマス資i原作物を定植．栽培して，乾物

生産量や移行係数を取りまとめ， さらにセシウム 133を用い

た実験室規模の簡易実験により，ガス化，ガス精製において

セシウムが完全に捕捉されて，燃料となるガスにはセシウム

が移行しないことを認めた。

暫定許容値を超過した大量の牧草サイレージは，発生した

農家で保管されており，その処理が問題となっていた。そこ

で，堆肥化によ る減容化について吸引通気式堆肥化装置を用

いて検討した（天羽ら 2012)。10週間の堆肥化過程で，空

気中に排出されるRCs量は検出限界値以下であり，液体と

して排出される RCs量は原料サイレージ全体の0.1％以下で

あった。堆肥化により牧草サイレージの容積を 50％に，乾

物重を 40％以下に減少させることができ，その RCs濃度は

上昇するものの，周囲の再汚染は極めて限定的であることを

示した。

4. 2012年度の経過と取組

2012年4月から食品の暫定規制値が， より厳しい基準値

に引き下げられたことに伴い，飼料の暫定許容値も表2のよ

うに改定され，牛については lOOBq/kgと定められた（農林

水産省 2012a）。また， 2011年の牧草モニタリング調査で新

暫定許容値を上回った岩手県，宮城県，福島県，茨城県，栃

木県群馬県埼玉県千葉県で永年牧草について調査を継

続し，今後も超過すると見込まれる牧草地では，表土削り取

り，反転耕などの除染を進めることになった（農林水産省

2012b)。一方で， 2011年に草地更新した草地の 8％で牧草

ヽ
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麒 縣 100
(/)ぐ
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茶くR
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図1. 未更新および更新草地の牧草中放射性セシウム濃度（水

分80％換算）の比較

渋谷ら (2013)から作図エラーバーは標準誤差

のRCs濃度が暫定許容値を上回ったことから，要因解明の

ため緊急調査が実施され，土壌のカリ含量を高めることの重

要性が示された。その詳細については，本特集の山田 （2023)

の報告を参照されたい。

前述の 2011年秋に草地更新した草地で収穫した 1番草か

ら3番草の調査で，草地更新の効果が認められ（渋谷ら

2013, 図1),2012年8月に発行された「牧草地における放

射性物質対策（汚染対策）の手引き」（全国飼料増産協議会

2012) に活用された。更新方法による効果の違いは， 2012

年に実施した耕起試験から耕起深が深く，砕土率が高いほど

牧草の RCs濃度は低くなることが明らかになった （渋谷ら

2014)。

北関東・東北地域で重要な自給飼料基盤である公共草地は

山間地に存在し，機械による草地更新が困難であることが多

い。そのため，安全に急傾斜草地を除染できる技術として，

急傾斜草地の刈 り払い，播種，施肥を実施できる無線傾斜地

トラ クタに取り 付けられるロータ リの開発に取り組んだ （伊

吹ら 2016）。これにより一連の草地更新作業が可能となり ，

翌年 2013年の実証試験を通じて 15-30゚ の急傾斜草地向けの

除染技術を構築し（栂村ら 2018;栂村 2021), 草地の除染

事業に用いられた。

永年草地の草地管理においては， コストや労力の削減，ま

たグラステタニーヘの懸念から，カリ施肥を十分に行わない
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粗放な管理を行う事例がよく見られる。そのため，土壌中の

カリ含量が低い条件では，草地更新の効果が十分に発揮され

ないことが推測された。そこで，草地更新後のカリ施肥につ

いて検討したところ，カリ施肥区と比較して窒素単肥区で牧

草の RCs濃度が高いことから，カリの追肥が重要であるこ

とを認めた。この施肥試験を継続し，窒素単肥区では利用 3

年目の 2014年に牧草の RCs濃度が暫定許容値を超過するほ

どに増加することをいち早く捉えることができた（渋谷ら

2015)。
堆肥の RCsの暫定許容値は 400Bq/kgであるが，経営内

の圃場に還元する場合は 8000Bq/kg以下まで認められてい

る。また，堆肥は有用なカリ供給資材であるが， RCsを含

む堆肥の圃場還元に対しては畜産晟家の不安が大きく，利用

が進まない状況にあった。そこで， Haradaら (2014) は，

堆肥から作物への RCs移行について調べた。 3800Bq/kgの

堆肥を 3t/10a施用すると，土壌中の RCs濃度が lOOBq/kg

高まるが，飼料用トウモロコシの RCs濃度は非汚染堆肥施

用と比較して 3Bq/kgとわずかに高い程度にとどまり，土壌

からの移行係数は低く，汚染堆肥の施用の影響は小さいこと

が示された。前田ら (2017) も飼料用トウモロコシ，イタリ

アンライグラス，オーチャードグラス，スーダングラスにつ

いて同様の結果を報告している。また，汚染牧草サイレージ

を圃場へすき込んだ場合も汚染堆肥と同様に影響は小さいこ

とが確認された（家畜改良センター 2012;天羽ら 2013)。

低吸収作物利用も対策として有効なため，単年生飼料作物，

永年牧草について，農林水産省の委託プロジェクトにおいて

調査が開始された。飼料用イネでは「ふくひびき」が低吸収

品種として見い出された（川地ら 2017)。ソルガム，飼料用

トウモロコシ，冬作飼料作物については，明確な品種間差は

明らかにならなかった（遠藤ら 2017;須永ら 2017)。除染

後草地における永年生牧草の草種間差はトールフェスクが低

吸収草種として有望であることが報告されている（下田ら

2017)。未除染草地については 2011から 2012年の調査では

草種間差が判然としなかった (Oguraら 2014; Terashima 

2014)が， 2013年以降も継続した調査では， トールフェス

クがオーチャードグラスと比べて低吸収草種であることが報

告されている（山下ら 2016; Togamuraら 2021)。初期の

調査で草種間差が明確にならなかったのは，直接沈着や圃場

間の土壌中カリ含量差の影響が考えられる。

なお，高吸収作物による土壌の浄化は被災地で期待され，

様々な講演会でも質問を受けることが多かった。移行係数が

高いとされるアマランサスを用いた土壌浄化試験では，土壌

中の RCs量のうち作物が 1作で吸収できる割合（除去率）

は最大0.14％であり，効率が低いと結論づけられている（大

潟ら 2016)。前述の Kobayashiら (2013)の栽培試験は事故

後耕起していない圃場を用いており，飼料用トウモロコシの

移行係数が0.26と原田ら (2012)が様々な土壌タイプの圃

場から得た移行係数0.015-0.188より商い数値を示したこと

から， RCsが作物に移行しやすい条件であると考えられる。

この栽培試験では緑肥用ヒマワリが最も高い移行係数と除去

率を示したが，除去率は 1％に過ぎず，耕起や時間の経過に

従って移行係数は低下していくので，現実的な対策とは考え

にくい。

5. おわりに

農研機構で開発した対策技術の現地調査や実証試験で，多

くの関係者にご協力をいただいたことに感謝申し上げる。成

果の多くは，対策事業に反映され，前述の手引き（全国飼料

増産協議会 2012)や，それを元に農林水産省が 2014年と

2020年に改訂した手引き（農林水産省 2014,2020) に引用

され，迅速に指導や対策に活用された。このような現場への

短期間での研究成果の普及には，行政や関係機関との密接な

連携が重要であることを実感した。一方で，汚染堆肥や汚染

サイレージの経営内でのすき込みについては，作物への RCs

移行の影響や土壌中の RCs濃度上昇は小さいことが判明し

ても，環境への汚染の懸念から周辺住民の理解を得ることが

難しい場合もあった。このように社会的に影響が大きい問題

については，研究だけで解決できないことに直面することが

ある。対策の選択にはコスト，実施難易度，有効性，持続性，

社会的な受容性など考慮すべき点が多い。対策技術の開発に

おいては，これらの議論のために，現場の課題を把握しなが

ら，研究を実施するとともに，得られた結果を正確にわかり

やすく説明することが求められることを痛感した。

英文誌 GrasslandScienceのウェブサイトでは， Virtual

Issue「Radionuclidecontamination by the accident of 

Fukushima daiichi Nuclear Power Plant of TEPCO」

(https:/ / onlinelibrary.wiley.com/page/journal/17 44697x/ 

homepage/virtual_issue_list.htm)で関連論文がまとめられ

ている。また，農研機構畜産草地研究所で行われた原発事故

関連の研究成果は「東日本大裳災への対応」として https://

www.naro.go.jp/laboratory /nilgs/ contents/ saigaijisin/ 

index.htrn]で閲覧できる。
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